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【法令名】
略称 正式名称

労基法 労働基準法
労基則 労働基準法施行規則
労契法 労働契約法
労組法 労働組合法
働き方改革関連法 働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律
パート・有期法 短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律
安衛法 労働安全衛生法
安衛則 労働安全衛生規則
労災保険法 労働者災害補償保険法
労働施策総合推進法 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充

実等に関する法律
労働施策総合推進法
施行規則

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律施行規則

派遣法 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する
法律

派遣法施行規則 労働者派遣事業の敵影な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する
法律施行規則

職安法 職業安定法
職安法施行規則 職業安定法施行規則
育児介護休業法 育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律
高年齢者雇用安定法 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律
障害者雇用促進法 障害者の雇用の促進等に関する法律
感染症法 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
特措法 新型インフルエンザ等対策特別措置法
個人情報保護法 個人情報の保護に関する法律

■凡　　例■
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【法令名以外】
略称 正式名称

厚労省 厚生労働省
労基署 労働基準監督署
厚労省コロナ Q&A

（企業向け）
厚生労働省「新型コロナウイルスに関する Q&A（企業の方向け）」（６
月16日時点版）

厚労省コロナ Q&A
（一般向け）

厚生労働省「新型コロナウイルスに関する Q&A（一般の方向け）」（６
月19日時点版）

テレワークガイドラ
イン

情報通信技術を利用した事業場外勤務の適切な導入及び実施のための
ガイドライン（平成30年２月22日策定・令和元年９月６日一部改正）

派遣元指針 派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針（平成11年労働省告示第
137号・最終改正　平成30年厚生労働省告示第427号）

派遣先指針 派遣先が講ずべき措置に関する指針（平成11年労働省告示第138号・
最終改正　平成30年厚生労働省告示第428号）

業務取扱要領 労働者派遣事業関係業務取扱要領　令和２年４月版

【文献名】
略称 文献情報

労基局『労基法上』 厚生労働省労働基準局編『平成22年版　労働基準法　上』（労務行政，
平成23年）

労基局『労基法下』 厚生労働省労働基準局編『平成22年版　労働基準法　下』（労務行政，
平成23年）

東大労研『注釈労基
法上』

東京大学労働法研究会編『注釈労働基準法　上巻』（有斐閣，平成15年）

労務行政『派遣法』 労務行政研究所編『労働者派遣法』（労務行政，平成25年）
菅野『労働法』 菅野和夫『労働法（第12版）』（弘文堂，令和元年）
山川『雇用関係法』 山川隆一『雇用関係法（第４版）』（新世社，平成20年）
土田『労働契約法』 土田道夫『労働契約法（第２版）』（有斐閣，平成28年）
水町『詳解労働法』 水町勇一郎『詳解労働法』（東京大学出版会，令和元年）

【判例誌】
略称 正式名称

民集 最高裁判所民事判例集
労民集 労働関係民事裁判例集
判タ 判例タイムズ
労判 労働判例
労経速 労働経済判例速報


